
 

 

福岡市総合評価落札方式実施に係る運用基準 

 

  総合評価落札方式の実施に当たり、福岡市総合評価落札方式実施要綱の運用基

準を次のとおり定める。 

 

１ 第２条関係 

（１）総合評価落札方式における型式を、WTO 型、Ⅰ型、Ⅱ型、Ⅲ型の４つに

区分する。 

（２）提案項目は、技術提案、施工上の提案、地場企業の活用の３区分で技術評

価項目を構成する。 

（３）企業評価項目は、企業の施工能力、技術者の能力、社会貢献・地域貢献、

企業の信頼性・社会性の４区分で技術評価項目を構成する。 

（４）各型式の技術評価項目及び配点については次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）対象工事に適用する型式は、予定価格や主たる工種、工事内容等に応じて

選定する。 

 

２ 第３条関係 

学識経験者の意見聴取は、学識経験者で構成する「福岡市総合評価技術委員会」

（以下「技術委員会」という。）において行うものとし、技術委員会の実施につい

ては、「福岡市総合評価技術委員会実施要綱」で定めるものとする 

 

３ 第４条関係 

落札者決定基準は、「福岡市総合評価運営委員会」（以下「運営委員会」という。）

での審議を経た上で、技術委員会において意見聴取し、決定するものとする。運営

委員会の実施については、「福岡市総合評価運営委員会実施要綱」で定めるものと

型 式 技術評価項目 配点 

ＷＴＯ型 技術提案、地場企業の活用、企業評価項目 61～64点 

Ⅰ型 技術提案、地場企業の活用、企業評価項目 22～57点 

Ⅱ型 施工上の提案、地場企業の活用、企業評価項目 18～23点 

Ⅲ型 地場企業の活用、企業評価項目 12～17点 



 

する。 

 

４ 第５条・第６条関係 

落札者決定基準、技術提案書の作成に関する事項、評価の方法については、入札

説明書及び技術提案書提出説明書において定めるものとする。 

 

５ 第６条関係 

技術提案等の評価は、運営委員会において行う。 

 

６ 第７条関係 

落札者が決定した後、技術委員会に結果を報告するものとする。 

 

７ 第８条関係 

（１）提案項目については、提案を求めた項目ごとに各入札参加者の加算点を公

表するものとする。 

（２）（１）のうち技術提案については、各入札参加者の加算点の内訳を公表す

るものとする。 

（３）企業評価項目については、各項目における各入札参加者の加算点を公表す

るものとする。 

（４）入札参加者の提案内容については、提案内容が入札参加者の知的財産であ

ることにかんがみ、提案内容に関する事項が他者に知られることのないよう

にする等、取り扱いに留意しなければならない。 
 

評価区分 公表範囲 

 

提案項目 

 

技術提案 
各項目の点数・内訳 

（内訳は、評価区分毎の個数） 

施工上の提案 各項目の点数 

地場企業の活用 各項目の点数 

企業評価 

項目 

企業の施工能力 各項目の点数 

技術者の能力 各項目の点数 

社会貢献・地域貢献 各項目の点数 

企業の信頼性・社会性 項目の点数 

 

８ 第９条関係 

 技術提案と施工上の提案については、各提案の加点の有無や不採用理由を、当該

技術提案書を提出した入札参加者自身に限定して開示するものとする。 



 

９ 第１０条関係 

落札者の技術提案等の内容は、採用する部分を明らかにした上で、契約図書に明

示するものとする。 

 

１０ 第１１条関係 

技術提案等が達成されなかったときは、当該項目の得点数・配点数及び福岡市請

負工事成績評定要領における考査項目「法令順守等」に定める減点数を踏まえ、受

注者の責の大小等を考慮し、工事成績評定を減点する。特に重大な事案については、

以下の算定式に基づく違約金を徴収することができる。なお、工事成績評定の減点

及び違約金の徴収の適用については、運営委員会が決定する。 

また、不履行の内容等により、福岡市競争入札参加停止等措置要領における措置

要件に該当するときは、競争入札参加停止等の措置を実施する。 

 

    【違約金の算定式】 

違約金（税抜き）＝Ａ－（Ｂ＋Ｃ２）／（Ｂ＋Ｃ１）×Ａ 

Ａ ：入札金額 

Ｂ ：標準点（１００） 

Ｃ１ ：入札時の提案内容に基づく加算点 

Ｃ２ ：提案内容を実施できなかった場合の加算点 

 

１１ 第１３条関係 

 技術提案等の評価に係る問合せについては、入札結果の公表の日の翌日から起算

して２日（休日は含まない）以内に受付け、受付期限の翌日から起算して３日（休

日は含まない）以内に回答するものとする。 

 

１２ その他 

この運用基準に定めるもののほか、必要な事項は別に定めるものとする。 

 

 

 

 



 

附 則 

（施行期日） 

この運用基準は、平成２１年６月１日から施行する。 

この運用基準は、平成２２年８月１日から施行する。 

この運用基準は、平成２４年２月１日から施行し、同日以降入札公告又は、指名

通知を行う契約について適用する。 

この運用基準は、令和元年８月１日から施行し、同日以降入札公告を行う契約に

ついて適用する。 
この運用基準は、令和３年１月１日から施行し、同日以降入札公告を行う契約に

ついて適用する。 

この運用基準は、令和３年４月１日から施行し、同日以降入札公告を行う契約に

ついて適用する。 

この運用基準は、令和５年 4 月１日から施行し、同日以降入札公告を行う契約に

ついて適用する。 

この運用基準は、令和６年１月１日から施行し、同日以降入札公告を行う契約に

ついて適用する。 

この運用基準は、令和６年４月１日から施行する。 

 
 


